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チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.参加と協働によるまちづくりの推進

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

昭和 16

施　 策 住民と行政のパートナーシップの形成
3

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

6,613

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

56,144

○

×

○

○

―

合計

○

―

○

○

○

○

○

×

×

×

○

×

○

56,144

計画値：［（2*12,000）*12]+［1,600部×5］*24
＝480,000部　　　　実績値：981,233部
※Ｈ25からは実態を反映した計画地に見直し、外部から
依頼の配布物、広報等の定期的なものを除いたもので計
画
（各戸配布（全域26回／年*12,000部＋各町45回／年
*2,000部）402,000＋回覧（全域126回／年*1,620
＋各町163回／年*270部）248,130＝合計
650,130）
　※発送回数は前２年の平均。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

部

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
1回あたりの発送単価

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

部

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 55,905

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

行政情報提供事業

3 平成

23年度 24年度

国県補助金等

一般管理費

総務一般事務に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市民・行政嘱託員

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

多くの市民に対し行政情報を提供する
行政嘱託員を通して市全域への円滑な伝達と連絡調整（回覧等を活用した高齢者世帯の安否確認）

行政嘱託員の業務内容…市内に行政嘱託員４９９人、補助員１８名を設置・月2回の通知公報の配布
行政嘱託員に係る年間業務内容…行政嘱託員の任命⇒説明会の開催⇒配布・回覧数の調整⇒年4回の報酬支払業務⇒中途交代者の調整
通知公報業務内容…配布物とりまとめ（本庁、支所）⇒地域事業団での封入作業指示準備⇒事業団からの納品受入れ⇒シルバー人材セン
ターへの配布業務指示⇒配布・回覧数及び配布先の管理調整⇒委託料の支払

財源（千円）

直接
事業費 国県補助金等54,520

実績値

56,144一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年間発送回数
月2回×12ヶ月の定期発行

年度

人

千円

24.00

0.65

単位当たりコスト①

55,905,000

－

－

4,450.00

計画値

実績値

－

93.36% －

53.19

497.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等

55,905,000

合計

144.00

24年度

1,051,000.00

61,133,000

－

56,144,000

24.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 55,905,000 56,144,000

981,233.00

年間の通知公報発送回数
24.00

年間の通知公報発送部数
（各戸配布・回覧）

－

実績値

計画値

100.00%

－

62.30

実績値

単位当たりコスト③

実績値
嘱託員会議参加した人数

対　前　年　比

人

計画値

コ ス ト

計画値

合計

人

指　標　名　等

55,905

必要人員

55,905 一般財源等

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

61,133,000

2,547,208.332,329,375.00

24.00

24.00

485,760.00

－

56,144,000

4,611.00 4,552.00

4,450.00 4,450.00

－

157,923.73

354.00

23年度 24年度

499.00

348.00

61,133,000

175,669.54

98.31%

499.00

―

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

嘱託員会議対象者49９人
参加人数　　　　348人
支所単位で計7回開催
欠席者には後日資料送付

目標値
（目標年度）

年度

[（行政嘱託員報酬＋シルバー配送料
＋事業団委託料）／行政嘱託員数］
／２４回

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

お太助フォンを利用しての情報提供

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

―

61,133

485,760.00

年度

年度

今年度までに実施した改善内容

通知公報に関する苦情（枚数違い）は、徹底した地域振興事業団での数量
管理により、ほぼ0（ゼロ）に近い状況に落ち着き安定してきた。また、平
成25年4月から一部供用開始される「お太助フォン」による通知公報の情
報提供方法について検討を重ねてきたが、検討の結果、お太助フォン画面
での全ての情報提供は、画面の大きさからも無理があることから、月2回配
布される一覧表の掲載を検討し、詳しい内容については、これまで同様配
布されるペーパーにより確認していただくこととした。

解決できていない課題

お太助フォンに掲載された「一覧表」から、必要な情報をホームページからプリ
ントアウトできるシステムを検討していく。
行政区内の世帯数の減少と高齢化により、行政嘱託員を選任できない地域がでて
きていることから、当面は、郵送による配布を行わざるを得ないが、行政嘱託員
制度の趣旨をご理解いただく中で、粘り強く協力をお願いするとともに、行政区
の統合や地域振興会などの他団体との連携等も視野に入れ、今後の展開について
検討していく必要がある。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

119

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　総務課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.80

61,133

0826
（42）5611

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

総務一般管理費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
石井　幸恵

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

杉安　明彦

チェック

現在の市の主な情報提供手段は通知公報によるものである。

お太助フォンを利用すれば、コピー用紙、印刷、発送用の封筒
の削減につながり、また、発送部数を減らすことで封入作業の
委託料の削減にもつながるため、お太助フォンの利用を推進し
するために、平成25年度は従来の配布と並行してお太助フォ
ンを利用しての情報提供を始める。

現在の市の主な情報提供手段は通知公報によるものであり、ま
た、地域の見守り活動の一助としても有効な手段であるが、現
在チラシで配布を行っているものを、広報紙の利用促進をする
必要がある。
また、平成２５年１０月からのお太助フォンの全面利用開始に
合わせて、お太助フォンでの通知公報の情報提供を行ってい
く。

―

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

650,130.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。 

 

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。 

 

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。 

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ 

ｲﾝﾌﾟｯﾄ 

ｱｳﾄ 

ｶﾑ 

ｲﾝﾌﾟｯﾄ 

119 総務部 総務課（行政情報提供事業）



月 ～

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.参加と協働によるまちづくりの推進

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

16

施　 策 住民と行政のパートナーシップの形成
中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

×

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

行政相談事業

3

一般管理費

総務一般事務に要する経費

対　　　象
（誰のために）

市民・行政相談委員

一般会計

122

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　総務課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5611

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
藤井　伸樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

2,546 1,689

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

―

―

合計

―

―

―

―

○

○

―

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 0

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

国の行政機関に関する要望や意見などの相談業務を行う行政相談委員との連携を図る

相談日の調整と広報・啓発、一日総合相談の開設

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等0

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

×一般財源等合計合計 2,5462,546 一般財源等 1,689

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

1,689

―

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

○

―

0

平成２３年度実績で、２６件の相
談に対し、１８人が来場された。
今年は２０人以上来場してもらえ
るよう計画し３０件を目標とす
る。

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

年度

人

千円

0.35

単位当たりコスト①

92.31% －

106.88

計画値

－

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

×

合計

36.00

24年度

26.00

1,689

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,779

24.00
相談件数（一日総合相談）

－

実績値

計画値

－

70.38

63.00

合計

人

指　標　名　等

2,546

必要人員

2,546

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

30.00

1,689

30.00

－

0.20

1,689

○

30.00

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

単位

単位

－

－

計画値

実績値

－実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

－－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

会場の運営方法の検討

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

無

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

広報を早めに行う。

解決できていない課題

総合相談というワンストップで相談受付という運営がまだ十分活かしき
れていない。

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

杉安　明彦

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

122 総務部 総務課（行政相談事業）



～ ○

○

備考欄（留意事項）

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

・行政機関保有する情報の公開に関する法律、個人情報保護法
の規定による事務である。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている1

電話
岡本　充行

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5611

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

法制執務事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

総務部　総務課担当部課

作成者氏名

407

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

一般管理費

総務一般事務に要する経費

対　　　象
（誰のために）

安芸高田市に住所を有する者、安芸高田市内に事務所若しくは事業所を有する個人若しくは法人等又は当該法人等に勤務す
る者、安芸高田市内の学校に在学する者、その他安芸高田市が行う事務又は事業に利害関係を有する者

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

情報公開・個人情報保護事務

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.参加と協働によるまちづくりの推進

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

施　 策 住民と行政のパートナーシップの形成
4

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

・職員に対する情報公開・個人情報保護に関する研修を、2年
おきに実施する。（Ｈ２２実施）

・市が保有している情報を開示するものであるため、他団体に
行わせることはできない。
・公開しても問題ない文書については、ホームページ等に積極
的に公開して、公開の申請が必要な対象を減らすことで、効率
性の向上を図ることができる。

3,808

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

3,808一般財源等合計 5,8005,800 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

―0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

・対象が必要とする情報を提供し、行政と対象が情報を共有して、双方が市政について考えていくことができるようにす
る。
・市が保有する個人情報を適切に保護する。

　①　情報公開請求、個人情報開示請求に対する開示、非開示の判断及び対応
　②　個人情報取扱い事務の把握
　③　疑問のある点についての情報公開・個人情報保護審査会への諮問
　④　情報公開、個人情報保護に関する不服申立てへの対応

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等430

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 284

人件費

―

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

×

×

○

○

○

○

合計

―

×

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

5,516 3,378

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている ・市が保有している情報にどのようなものがあるかを、市民に
周知する仕組みを作る必要がある。

○－

0.40

3,8083,808

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

96.00

合計

人

指　標　名　等

5,800

必要人員

5,800

－

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

合計

72.00

24年度

－

有
効
性

―

×

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

－

計画値

－

人

千円

0.40

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

年度実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

―

合計

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

杉安　明彦

改善項目

全部公開する文書について、積極的にホームページ等
に掲載するような取組みを検討する。

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

・個人情報取扱事務の体系を整理し、毎年度見直しを行っている。
・これまでの情報公開・個人情報保護審査会の諮問結果を取りまと
め、個人情報取扱事務との整合を図った。
・市のホームページに、制度の周知、申請様式の掲載、実績の告知
をするアイコンを作った。
・H24.4.1から、申請ができる者の用件を、何人も可能とした。
・個人情報取扱事務一覧をホームページに掲載した。

解決できていない課題

・市民に対する制度の周知を更に進める。
・公開請求があったときに全部公開するような文書について、積極的に
ホームページ等に掲載するような取組みを進める。

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

市の保有する行政情報を、市民が知ることができる仕組み
を検討する。(行政情報スペースを設けるなど、積極的に開
示する。)

資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

に掲載するような取組みを検討する。

申請ができる者の用件を、何人も可能とする。③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

407 総務部 総務課（情報公開・個人情報保護事務）



年 月 ～ ×

×

備考欄（留意事項）

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

市民へのアンケート等で、広報の手段・内容についてニーズの
把握に努める。広報を行う手段として広報紙・ホームページは
引き続き、重要な役割を果たしているが、SNS・新設のお太助
フォンなどコストが安く、迅速に情報を伝えることができる
ツールも増えており、有効活用への検討の必要性が高まってい
る。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
稲田　幸久

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5612

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

広報広聴事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

企画振興部　政策企画課担当部課

作成者氏名

120

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

文書広報費

文書広報活動に要する経費

対　　　象
（誰のために）

広報紙：市民全般
ホームページ：市民全般、安芸高田市ホームページ訪問者

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

広報事業

3

○

○

○

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.参加と協働によるまちづくりの推進

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 広報広聴事業の推進
1

継続

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

広報紙・ホームページが市民生活に有用な情報を提供している
という市民からの評価と信頼性の維持が、事業全体の有効性を
高めることにつながるため、迅速で正確な各課からの情報発信
を積極的に求めていく。

効果的に情報を発信し、市民に伝えるために、情報を取り扱う
上での規則や要綱による整理は、検討課題。コストの面から広
告料を増やす取り組みは継続。

20,090

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

20,260一般財源等合計 18,42118,821 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

○

400

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

市からの情報を市民に適切な時期に正確に伝える。
活発な市民活動を紹介することで、市民の元気度を高める。
住民参加型の広報活動に取り組むことで、まちづくりを身近に感じさせる。

広報紙を年13回発行
ホームページを運営

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等4,923

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 4,771

人件費 170

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

×

○

○

×

合計

―

○

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

14,050 15,337

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 広報紙は有用な情報を提供するという目的に加えて、市全体の
つながり感や一体感を高める役割も担うことから、市民からも
身近な情報の提供をしていただき、コーナーを設けて掲載して
いる。

×

を積極的に求めていく。

－

1.80

20,09020,260

157,200.00 179,400.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

396.00

合計

人

指　標　名　等

18,421

必要人員

18,821

－

20.56

広報年間発行部数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 3,810,828

179,500.00

合計

459.00

24年度

175,300.00

3,691,117

－

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

102.40% －

21.74

計画値

－

人

千円

1.65

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

年度実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

部

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

【平成24年度実績】179,500部
広報紙印刷費3,691,117円

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

○

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

山平　修

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

広報紙　写真や記事について了解を得ることを徹底した。　ホーム
ページ　リニューアル、SNSの導入について検討した。

解決できていない課題

広報紙・ホームページへの広告掲載が低調であり、一層PRを行う必要が
ある。

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

【平成24年度実績】629,766件

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

23年度 24年度

－

621,197.00 629,766.00

636,000.00 620,000.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

指
標

単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

件

単位

計画値

実績値
ホームページアクセス数

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ
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年 月 ～

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.参加と協働によるまちづくりの推進

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 広報広聴事業の推進
1

12,347

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

11,503

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

―

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

○

○

○

合計

―

○

○

○

○

―

○

○

―

―

○

○

―

0

テーマ別懇談会1回（計画1回）
自治懇談会　　5回（計画7回）
団体懇談会　　2回（計画1回）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

件
HP代表メール件数

指標化できない成果

計画値

実績値
広聴年間参加人数

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

回

単位

％

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

広聴事業

3

23年度 24年度

国県補助金等

文書広報費

文書広報活動に要する経費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

市民（地域住民）

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

意見交換を行うことで行政運営の課題を共有し、協力して課題の解決を目指す。すなわち、市民の意見をまちづくりに反映し、市民と行
政のパートナーシップによるまちづくりを推進する。

テーマ別懇談会を中心として、自治懇談会、団体懇談会の開催など各種広聴手段により市民の意見を聴く。
　（安芸高田市協働のまちづくり懇談会開催要綱 H16.8.3.告示82号）

財源（千円）

直接
事業費 国県補助金等

実績値

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

受付後３日以内の処理÷受付件数
×100（％）　160÷189×
100≒85

年度

人

千円

86.00

1.45

単位当たりコスト①

220.00

－

－

HP代表メールの問い合わせ等の
受付（担当課への振り分け）件数

計画値

実績値

120.00

223.00 189.00

－

160.00% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

一般財源等合計

344.00

24年度

5.00

－

90.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

8.00

HP代表メール処理期限達
成率

93.00

懇談会開催回数

－

実績値

計画値

98.84%

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

348.00

合計

人

指　標　名　等

12,347

必要人員

12,347 一般財源等

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

85.00

9.00

－

421.00 531.00

800.00 680.00

－

23年度 24年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

テーマ別懇談会246人、自治懇
談会244人、団体懇談会41人

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

11,503

11.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

第２回目となるテーマ別懇談会を開催した。共催である６町の振興
会連絡協議会と計７回の協議を行った。また、テーマ別懇談会当日
はアンケートを行った。

解決できていない課題

自治懇談会・団体懇談会の周知を図る。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

121

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

企画振興部　政策企画課担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

1.35

11,503

0826
（42）5612

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

広報広聴事業費

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている2

電話
森本　貞彦

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

山平　修

チェック

成果指標のHP代表メール件数は、満足度の指標としてではな
く、件数・内容と合わせて、詳細に分析し活用していきたい。
特に内容には注目し、担当課と情報共有を図り、迅速に回答す
ることで、行政への信頼性を高める効果も期待できる。

テーマに関心のある市民の方に集まっていただき話し合う
「テーマ別懇談会」の目的と効果は一定程度あり、十分に効率
的である。広聴業務を行う中で、複数の方から同様の内容の質
問を受けることがあり、個別に回答することは効率的ではな
い。広報紙・ホームページ等の広報を活用して情報提供をする
ことで、市民の利便性の向上と業務の効率化を図ることができ
る。

自治懇談会や団体懇談会の周知もあり、平成２３年度に比べて
両懇談会とも開催団体が増えた。行政に対する市民の要望や意
見が無くなることは無いと思われるが、懇談会開催という従来
の手法に対する、市民のニーズの変化は起こっていると考えら
れる。各種手法の検討は、必要である。

小さな地域・グループでも開催可能な自治懇談会・団体懇談会
の制度の効果的な周知を図る。また、懇談会へ関心の薄い若年
層、子育てに忙しく時間的に余裕のない方に対する意見聴取方
法は、今後の検討課題である。

―

○

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

×

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。 

 

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。 

 

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。 

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ 

ｲﾝﾌﾟｯﾄ 

ｱｳﾄ 

ｶﾑ 

ｲﾝﾌﾟｯﾄ 
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年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

それぞれの活動報告、及びパネルディスカッションで得られる
情報等により自身の地域の活動を振り返るとともに、他地域の
活動事例や情報を共有することことで、住民自治の必要性と重
要性を再認識する場となっている。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている12

電話
津賀山　泰佑

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5617

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

自治振興推進事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

企画振興部　まちづくり支援課担当部課

作成者氏名

123

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

自治振興費

自治振興に要する経費

対　　　象
（誰のために）

まちづくりや住民自治などの活動を行っている市民及び関心を持つ市民。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

市民フォーラム開催事業

2 平成

○

○

○

×

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.参加と協働によるまちづくりの推進

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 17

施　 策 協働によるまちづくり支援
3

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

○

参加者数は、前年と同様程度である。アンケートの回収率は若
干低下したものの、参加者の約８割が満足と回答しており、地
域振興活動に役立っている。

まちづくり委員会と共催し、企画運営はまちづくり委員会第１
小委員会が所掌している。運営スタッフを地域振興組織から選
出するなど、必要最小限の経費で開催している。

2,646

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

2,646一般財源等合計 3,0323,032 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

市民のまちづくりに対する関心を高め、地域としての一体感を醸成し、まちづくりへの参加を促進する。

毎年1回市内の地域振興組織などの組織・団体が、各地域・組織での活動内容等を発表・展示等により報告し、地域振興組
織等の活動内容や地域の状況を参加者が共有し活動の参考とするとともに、各地域のふれあいと交流を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等181

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 380

人件費

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

○

○

○

合計

―

○

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

2,652 2,465

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている まちづくり委員会で企画段階から協議するとともに、運営は地
域振興組織等と協働し実施している。

―－

0.30

2,6462,646

320.00 310.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

35.00

合計

人

指　標　名　等

3,032

必要人員

3,032

－

市民フォ－ラム参加者

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

295.00

合計

18.00

24年度

285.00

－

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

○

103.51% －

計画値

－

人

千円

0.30

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

年度実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

市民の１％

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

○

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

近永　義和

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

今年度は、地域で活躍する若者に着目し、活動事例発表やパネリス
トに伝統文化・産業・農業分野で活躍している4名でパネルディス
カッションを行った。コーディネーターは、県立広島大学地域連携
センター講師の上水流先生にお願いした。

解決できていない課題

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

42.80

23年度 24年度

29.20

－

285.00 295.00

320.00 310.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

％ 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値

50.00

86.10 75.60

50.00

－

－

50.00 50.00

指
標

アンケ－ト回収率
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

％
参加者の満足度

計画値

実績値
市民フォ－ラム参加者

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値 86.10 75.60

・市民フォ－ラムに参加することが、まちづくり活動への興味や参加の動機となる。
・発表内容を参考とした地域活動が展開される。

－％

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

123 企画振興部 まちづくり支援課（市民フォーラム開催事業）



年 月 ～ 年 月

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.参加と協働によるまちづくりの推進

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 協働によるまちづくり支援
3

25 3

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

○

○

○

○

―

○

○

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

地域振興支援事業

3 平成

自治振興費

自治振興に要する経費

対　　　象
（誰のために）

まちづくりや住民自治などの活動を行っている活動団体や市民。

一般会計

124

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

企画振興部　まちづくり支援課担当部課

作成者氏名

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

0826
（42）5617

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

自治振興推進事業費

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている12

電話
津賀山　泰佑

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

チェック

地域振興組織は、それぞれ地域課題の解決や地域に実情に応じ
た様々な活動をされており、その活動を支援している。
地域振興組織は熟度に差異があり、実情に沿った活動支援が必
要である。

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

14,146

13,721

7,394

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

○

―

○

合計

―

○

○

―

○

○

―

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 62,639

人件費

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円） コスト（千円）

地域事情に応じた様々な活動を通して、個性と魅力ある地域づくりを推進するための活発な地域振興活動を、安心して継続
できるよう支援する。

○地域振興助成、コミュニティ助成、地域イベント助成による財政的支援
○まちづくり支援センターや各地域振興担当課による相談、指導助言などの人的支援
○活動中の事故を補償するためのまちづくりサポーター保険

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等64,150 11,600

0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

効
率
性

受益者負担

―一般財源等合計合計 63,06476,785 一般財源等 71,544

受益者負担を検証している

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

59,944

地域振興組織の多くは、合併を機に組織され、それぞれ地域実
態に即した活動が展開されている。しかし、継続的な活動と
なっていない地域も散見されるため、地域の実態を把握する必
要がある。

地域振興組織を中心とした地域活動が行われている。

○

単位あたりコストを削減することはできない

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

○

合計

○

―

0

各地域１回

目標年度に目標を達成できそうである

活
動
・
結
果
指

単位

回

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

コ ス ト

単位当たりコスト②

実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

25年度

人

千円

４地域程度が助成を受けられるよ
う支援する

年度

人

千円

4.00

1.60

単位当たりコスト①

100.00% －

計画値

－

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ―

―

合計

54.00

24年度

6.00

－

4.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

6.00

コミュニティ助成件数
4.00

地域イベント開催回数

－

実績値

計画値

100.00%

－

186.00

合計

人

指　標　名　等

63,064

必要人員

76,785

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

4.00

6.00

32.00 32.00 特色ある地域づくり事業を利用し

71,544

6.00

－

0.90

59,944 要がある。

地域活動を行う地域振興組織等を支援する事業であり、それら
の意見を取り入れた事業展開を行っている。

○

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指
標

地域活動中の事故件数
単位

単位

－

－

計画値

実績値

－件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
活動助成事業実施組織数

対　前　年　比

組織

計画値

コ ス ト

計画値

－－

9.00

31.00

23年度 24年度

32.00

29.00

3.00

93.55%

32.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

計画値は設定になじまない
(まちづくりサポーター保険事故件数)

特色ある地域づくり事業を利用し
て事業実施した地域振興組織数

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

活動交付金の配分を、世帯割５・均等割５とし、組織の規模に応じ
た財政支援とした。
地域イベントにおいて、多文化共生に関する取り組みを推進。

解決できていない課題

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

近永　義和

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

指標化できない成果
各地域ではイベント開催、高齢者福祉、子どもの見守り、地域計画づくり、地域防災活動など
地域実態に応じた様々な活動が展開されている。

－実績値 年度

③

ｱｳﾄ

ｶﾑ

124 企画振興部 まちづくり支援課（地域振興支援事業）



年 月 ～ 年 月 ○

○

備考欄（留意事項）

款 2

国や県と重複のない事務事業である

1

チェック

　地域振興活動にとって、地域リーダーや地域活動をコーディ
ネートする人材の存在とともに、多くの住民が活動に参加する
ことが大変重要であり、人材の育成や発掘及びひとりひとりの
地域住民の意識改革が必要である。その意味で、講演会等の開
催の意義は大きい。
　合併後9年が経過した現在では、各地域振興組織では一定程
度活動が定着しており、本事業の内容の検討・見直しも必要で
ある。また、他の事業へ統合することも検討する必要がある。
このため、今年度は講演会・公開講座ともに開催していない。

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている12

電話
津賀山　泰佑

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

0826
（42）5617

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

自治振興推進事業費

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

企画振興部　まちづくり支援課担当部課

作成者氏名

125

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

一般会計

自治振興費

自治振興に要する経費

対　　　象
（誰のために）

まちづくりや住民自治などの活動を行っている市民及び関心を持つ市民、職員。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

まちづくり人材育成事業

3 平成

○

○

○

○

○

×

×

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.参加と協働によるまちづくりの推進

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 16

施　 策 協働によるまちづくり支援
3

25 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

単位あたりコストを削減することはできない

×

　今年度においては、講演会・公開講座ともに開催していない
が、県立広島大学との連携は市民フォーラムのパネルディス
カッションにおけるコーディネーターとして依頼した。

　今年度においては、講演会・公開講座ともに開催していない
が、県立広島大学との連携は市民フォーラムのパネルディス
カッションにおけるコーディネーターとして依頼した。

822

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

受益者負担を検証している

822一般財源等合計 2,9372,937 一般財源等合計

効
率
性

受益者負担

×0一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

地域振興にとって重要な役割を持つ地域リーダーや地域活動に取組む人材の育成や発掘を推進する。

地域振興に関する講演会や県立広島大学等と連携した連続公開講座を開催し、まちづくりへの参加を促し、知識や情報を地
域活動に活用する。また、職員研修を実施し意識改革と地域活動への関わりを推進する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等0

23年度 24年度

国県補助金等

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 285

人件費

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

×

×

○

○

○

合計

―

○

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

2,652 822

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている 今年度においては、講演会・公開講座ともに開催していない
が、県立広島大学との連携は市民フォーラムのパネルディス
カッションにおけるコーディネーターとして依頼した。

×－

0.10

822822

160.00

50.00 研修内容により計画値は変動す50.00

155.00

時間外勤務手当 千円

23年度

－

－

0.00

35.00

合計

人

指　標　名　等

2,937

必要人員

2,937

0.00%

－
公開講座参加者

90.00

講演会参加者

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト

0.00

合計

6.00

24年度

95.00

－

90.00

有
効
性

×

×

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

―

0.00% －

計画値

－

人

千円

50.00

0.30

単位当たりコスト①

25年度

人

千円

講座数により計画値は変動する。
※平成24年度は開催していない
ため参加者は0人となっている。

年度実績値

0

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コ ス ト

単位当たりコスト②

活
動
・
結
果
指

単位

人

人

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

0

人口の0.5%以上
※平成24年度は開催していない
ため参加者は0人となっている。

目標年度に目標を達成できそうである

―

×

×

合計

×

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ×

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

近永　義和

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

県立広島大学とは、市民フォーラムのコーディネーターとして連携
した。

解決できていない課題

今後の人材育成の内容や市の関与のあり方の整理

年度

年度

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

※平成24年度は開催していない
ため0％としている。

－

年度－

0.00%

50.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

※平成24年度は開催していない
ため0％となっている。

研修内容により計画値は変動す
る。
※平成24年度は開催していない
ため参加者は0人となっている。

目標値
（目標年度）

53.70

37.00

23年度 24年度

50.00

0.00

0.00

－

94.10 0.00

65.00 65.00

－

計画値

コ ス ト

計画値

％ 実績値

単位当たりコスト③

実績値
職員研修受講者

対　前　年　比

人

－

計画値

実績値 －

－

50.00 50.00

指
標

講演会アンケ－ト回収率
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

計画値

実績値
講演会満足度

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

③

年度実績値

・講演会等への参加が、まちづくり活動への興味や参加の動機となる。
・講演会等を参考とした地域活動が展開される。

－

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

125 企画振興部 まちづくり支援課（まちづくり人材育成事業）



年 月 ～

款

1

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

市内３２の地域振興組織が様々な活動を行っており、それぞれ
の情報交換などを通した相互連携による活動の充実と継続性を
図るとともに、日々の地域活動を通して得られた地域の意見や
要望などを市の施策に反映させるシステムを構築し、協働のま
ちづくりを推進する。

国や県と重複のない事務事業である

○

○

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

備考欄（留意事項）チェック

事事事事　　　　務務務務　　　　事事事事　　　　業業業業　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市安芸高田市安芸高田市安芸高田市　　　　事務事業評価事務事業評価事務事業評価事務事業評価シートシートシートシート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている12

電話
津賀山　泰佑

市民のニーズを的確に把握している

0826
（42）5617

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

まちづくり委員会費

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

市以外が実施主体になりえない事務事業である

総務費

総務管理費

企画振興部　まちづくり支援課担当部課

作成者氏名

一般会計

128

事務事業の評価（Check）

平成２４年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

自治振興費

自治振興に要する経費

1.参加と協働によるまちづくりの推進

対　　　象
（誰のために）

まちづくりや住民自治などの活動を行っている市民。

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

まちづくり委員会開催事業

4

○

―

―

○

○

○

○

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

Ⅱ心豊かで創造性に富んだまちづくり

平成 17

施　 策 協働によるまちづくり支援
2

継続

2

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

（ ）

（ ）

○

単位あたりコストを削減することはできない

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

7,530

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

効
率
性

協働のまちづくりの推進には、地域活動を担う地域振興組織の
活動が継続し充実していくことが重要である。まちづくり委員
会で地域進行組織同士あるいは行政との活動連携や情報交換を
行うことにより、活動の充実と継続性を確保する環境を整え

委員全員の委員会だけでなく、具体的テーマについて協議する
小委員会を設置し検討を行うことにより、より専門性を高めた
協議となっている。

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

受益者負担を検証している

8,8858,885 一般財源等合計 合計

受益者負担

―0

受益者負担

一般財源等

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,779

一般財源等

人件費 受益者負担

7,530

23年度 24年度

国県補助金等

地域振興組織の活動連携や情報交換などを通じて活動の充実と継続性を確保するとともに、日々の地域活動を通して得られ
た地域の意見や要望などを市の施策に反映させるシステムを構築する。

6つの連合組織から各5名づつ選出された30人の委員による2回の委員会と、12名又は6名の委員による3つの小委員会を
開催し、地域の意見や要望等について協議する。

コスト（千円）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

コスト コスト（千円）

内　　　容

国県補助金等

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

25年度

直接事業費 1,812

人件費

○

0

コスト（千円）財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

―

○

―

○

合計

―

○

―

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

7,073 5,751

て下さい。

事業単位当たり

コストなどに留

意しながら効率

性の評価を行っ

て下さい。ｲﾝﾌﾟｯﾄｲﾝﾌﾟｯﾄ

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

―

7,530

3.00

行うことにより、活動の充実と継続性を確保する環境を整え
る。

地域振興組織から選出された委員で構成し、協議されている。

職員の能力開発のための対策は十分になされている

13.00 －

－

人

指　標　名　等

8,885

必要人員

8,885

時間外勤務手当 千円

23年度

0.70

小委員会開催回数

93.00

合計 合計

42.00

3.00

－

100.00%

12.00

24年度

2.00

－

―

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

12.00

13.00

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

25年度

市
民
参
画

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

有
効
性

―

―

―

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した

―

100.00% －

計画値

－

2.00

－単位当たりコスト②

単位

0.80

単位当たりコスト①

人

千円

委員会開催回数

－

実績値

0

コ ス ト

実績値

計画値

活動内容により年度計画値は変動
する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

対　前　年　比

人

千円

年度

7,530

コ ス ト

活
動
・
結
果
指

単位

回

回

対　前　年　比

0

目標年度に目標を達成できそうである

―

○

○

合計

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ―

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

●

円 円 円

円 円 円

年度

年度

－
近永　義和

平成１８年度から、地域の意見や要望等の解決に向け具体的な協議を小委員会
で行い、委員会に報告、協議し、市や地域に対し提言を行なっている。
・第１小委員会　市民フォーラムの企画運営について協議し、テーマを「明日
を支える若者の声、これからのまちづくりの話をしよう」とし、活動発表・パ
ネルディスカッションを実施
・第２小委員会　多文化共生社会の推進につて協議
・第３小委員会　個性あるまちづくりの推進について協議

解決できていない課題今年度までに実施した改善内容

①

改善項目

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

優先的に継続する

②

目標値
（目標年度）

年度

23年度 24年度

－

年度

－

80.03

－

73.60

80.00 80.00計画値

コ ス ト

計画値

％ 実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

－

計画値

実績値 －

－

指
標

委員会出席率
単位

単位

　
　
成
果
指
標

単位

単位

計画値

実績値

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

25年度

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

ｱｳﾄ

ﾌﾟｯﾄ

年度

③
委員会では地域活動に基づいた意見や要望等について協議を行っており、それらの協議結果が
充実したまちづくり活動に反映されている。

実績値 －

指標化できない成果

ｱｳﾄ

ｶﾑ

128 企画振興部 まちづくり支援課（まちづくり委員会開催事業）


